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本への転化の機構の形成を通 じて、資本主義経済制度 と統一関係におかれる。この中村氏 らの研
究は、 日本地主制の特殊構造を、全体的 ・統一的に体系化 したものとして、高 く評価 される。
しかし、中村氏 らは、この分析において、商品市場 ・労働市場 ・資本市場の流通過程が地主制
と資本主義の統一を媒介することを重視し、この側面からの検討に重点をおいている。しか し、
この結果として、地主制の構造の体系化において、流通過程分析が、その本質において、日本資
本主義の蓄積=再 生産機構の一環の分析にほかならない点が過少評価されるとい う欠点を生 じて








































































































論 文 審 査 結 果 の 要 旨
1本 論文は日本資本主義発展の諸段階における近代的農民運動の構造を、全国的視野のもとに
東北地方、とりわけ宮城県の農民運動を中心として実証的に解明したものである。その内容は、





































どの要求をかかげて地主に対抗し、地主側の個々的な譲歩を得た。 しか しこの運動は、農事改良 ・
勤勉貯蓄の規約をかかげるなど、自然成長的な性格を有 し、また指導層も地主的自作上層である
















第5章 では、大正12年 より昭和4年 までの宮城県農民運動の中心を、やはり主として仙北平
野 に求め、そこでは自小作層の増大傾向が停滞または後退 しているとする。これは、独占資本に
よる農業合理化の下でも、農民層が反当収量の停滞と土地改良事業の遅れとによって、矛盾に直




から 「土地を働 く農民へ」という要求をかかげ、今後の運動の進路を示すにいた ったのは、農業
危機の進行に対応 して地主制廃止運動の方向をもったものである。運動は出発点から巨大地主に











主制の危機を回避 させたといわれる。 こうした事例の指摘は、次章の問題と関連 して重要である。




12年頃までに現代農法への転換が完了する。 しか し農業経営の危機的状況は解決 されず 、小 ブ
ルジョア化した農民経営の維持のため、自作農創設、経済更生運動などの国家独占資本主義の農

























運動史の分析 とその体系化をはか ってきたのであり、本論文はその現在 までの到達点である。む
ろんそこに残された問題がないわけではない。たとえば、小農民の商品生産者 としての性格 自体
についても、あるいは自作 ・小作別 の生産力発展についても、さらに精密に分析する必要があり、
また農民運動に関連する農業政策の展開をさらに明確にする必要 もあろう。 しかし、 こうした問
題があるにもかかわらず、本論文は日本資本主義の農業問題に根ざす農民運動史の経済学的研究
として秀れた業績であることは疑いない。
以上審査 した結果によって、本論文の提出者は経済学博士の学位を授与されるに十分な資格を
もつものと認められる。
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